
令 和 ４ 年 度 国 民 健 康 保 険 山 城 病 院 組 合

介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 決 算 書



１ 頁

３ 頁

５ 頁

５ 頁

６ 頁

９ 頁

１ ５ 頁

１ ７ 頁

２ ３ 頁

２ ３ 頁

２ ４ 頁

２ ５ 頁

２ ６ 頁

参 考 資 料 ( リ ー ス 一 覧 表 )

財 務 諸 表 に 関 す る 注 記

固 定 資 産 明 細 書

市 町 村 分 担 金 内 訳 書

企 業 債 明 細 書

貸 借 対 照 表

目 次

事 業 報 告 書

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

収 益 費 用 明 細 書

決 算 報 告 書

損 益 計 算 書

剰 余 金 計 算 書

欠 損 金 処 理 計 算 書



（１）収　益　的　収　入　及　び　支　出

 収　　　　　入

第 1 款

第 1 項

第 2 項

第 3 項

 支　　　　　出

円

第 1 款

第 1 項

第 2 項

第 3 項

第 4 項 500,000 0 0 500,000

0

△ 1,000 00

決 算 額

地方公営企業
法第26条第2
項の規定によ
る繰越額

予 備 費 500,000 0 0 0 0 500,000 0

特 別 利 益 1,000 0 0 1,000

区 分

予 算 額

第24条第3項の

令 和 ４ 年 度 国 民 健 康 保 険 山 城 病 院 組 合

介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 決 算 報 告 書

区 分

予 算 額

決 算 額
予  算  額  に  比  べ

決  算  額  の  増  減
備 考当 初 補 正 地方公営企業法第24条第3

項の規定による支出額に係
る財源充当額

合 計

予 算 額 予 算 額

円 円 円 円 円 円 内 消費税　　　　　　 円

施 設 事 業 収 益 476,468,000 3,566,000 0 480,034,000 471,275,248 △ 8,758,752 1,952,217

療 養 収 益 416,333,000 0 0 416,333,000 393,969,220 △ 22,363,780 1,554,336

13,606,028 397,881療 養 外 収 益 60,134,000 3,566,000 0 63,700,000 77,306,028

不 用 額 備 考当            初 補           正 予  備  費 流       用 地方公営企業法

小 計

地方公営企業法

合 計第26条第2項の

予    算    額 予    算    額 支  出  額 増  減  額 規定による支出額 規定による繰越額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 内 消費税

19,011,340施 設 事 業 費 用 522,659,000 6,216,000 0 0 0

498,298,000

528,875,000 0 528,875,000 509,863,660 0

549,372

12,729,008

療 養 費 用 492,082,000 6,216,000 0 0 0 498,298,000 0

0

12,729,008

療 養 外 費 用 30,076,000 0 0 0 0 29,526,628 0

0

480,337,032 0 17,960,968

0 0 1,000 0 1,000

30,076,000

0

30,076,000

備　考　（収益的収支差引残高　△38,588,412円)

0 0 1,000 0

0

特 別 損 失 1,000
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（２）資　本　的　収　入　及　び　支　出

 収　　　　　入

第 1 款

第 1 項

第 2 項

第 3 項

第 4 項

 支　　　　　出

第 1 款

第 1 項

第 2 項

第 3 項

715,000 0 △ 715,000 0

6,611,000 6,138,000 △ 473,000 0

府 支 出 金 0 715,000 715,000 0 0

250,000,000 238,307,000 △ 11,693,000 21,664,272

国 庫 支 出 金 0 6,611,000 6,611,000 0 0

固 定 資 産
売 却 代 金

250,000,000 0 250,000,000 0 0

0他会計償還金 40,087,000 40,086,353 0 0 0 64740,087,000 0 0 40,087,000 0 0

円

18,937,000

42,056,000

円

0

円

0

0

17,290,455

0 42,056,000 42,055,474 0

0 101,080,000 99,432,282 0

18,937,000 0

資 本 的 支 出

6,593,000

42,056,000

12,344,000

0

0

0

0企業債償還金

建 設 改 良 費

繰越額

88,736,000

円 円

12,344,000

円 円

101,080,000

円円

区 分

予 算 額

資 本 的 収 入

円円

区 分

他会計負担金

予 算 額

流    用

繰越額

0 0 1,646,545 1,083,700

0 0 526 0

0 0 1,083,700

0

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費

逓 　次

1,647,718

備 考

翌 年 度 繰 越 額

円 円 円 内 消費税 　円

当 初

小 計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費

逓 　次 合 計

補 正

予 算 額 増 減 額

決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減

予 算 額

合　計
決 算 額 不 用 額

43,015,000

当 初 補 正

予 算 額

備 考継続費逓次繰越額に
係る財源充当額

予 算 額

合 計小 計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

円

293,015,000

円 円 内 消費税 　円円円円

7,326,000 21,664,272

0

300,341,000

43,015,000

0

0

0

0 0

300,341,000

43,015,000

287,460,000

43,015,000

△ 12,881,000

0
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１

２

３

（３） 3,224,305

（５）

（単位：円）

　療 養 収 益

（１） 施設療養収益

（４） その他療養収益

333,319,405

8,861,484

34,693,649

15,540,346

　療 養 費 用

（２） 短期入所療養収益

（３） 通所リハビリ療養収益

（３） 経費

（４） 減価償却費

（１） 給与費

（２） 材料費

（４） 長期前受金戻入

（５） 資産減耗費

（６） 研究研修費

（１） 受取利息及び配当金

（２）

補助金

28,790,720その他療養外収益

令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

他会計繰入金

　営 業 損 失

　療 養 外 収 益

311,177,521

28,597,249

392,414,884

467,608,024

76,908,147

96,148,065

31,543,461

4,793

136,935

25,677,122

19,216,000

75,193,140

0
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４

５

６

0（１） その他特別利益 0

38,588,412

0

38,588,412

　前年度繰越欠損金

　特 別 損 失

　当年度純損失

0

457,029,308

0

418,440,896

　当年度未処理欠損金

　経 常 損 失

（１） その他特別損失

（５）

諸支出金

　特 別 利 益

（４）

36,604,728

雑損失

　療 養 外 費 用

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費

（２）

（３）

消費税及び地方消費税

長期前払消費税勘定償却

15,923,197

9,473,200

11,860,491

0

3,046,531 40,303,419
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0

そ の 他 資 本 剰 余 金 未 処 理

令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業剰余金計算書
（令和４年４月1日から令和５年３月３１日まで）

剰　　余　　金

資 本 合 計
資　　本　　剰　　余　　金 利　　益　　剰　　余　　金

円

利 益 剰 余 金

評 価 額 資 本 剰 余 金 合 計 欠 損 金 合 計

受 贈 財 産
国 庫 補 助 金 府 補 助 金

前年度末残高 0 0

円 円

資　　本　　金

円

128,243,000 △ 418,440,896 △ 290,197,896

円 円 円 円 円

0 0

0 0 0 △ 418,440,896

0 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0

前年度処分額 0

0 0 0 0 0 0

（繰越欠損金）

0 0 0 0 0 △ 418,440,896 △ 418,440,896 △ 290,197,896

当年度変動額 0 0

処分後残高

0 0 0 △ 38,588,412 △ 38,588,412 △ 38,588,412

000 0出資金の受入 000

当年度純利益 0 0 0 0 0 △ 38,588,412 △ 38,588,412 △ 38,588,412

当年度末残高
△ 328,786,308

令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業欠損金処理計算書

（当年度未処理欠損金）

0 0 0 0

議会の議決による処分額

処理後残高

当年度末残高

△ 457,029,308 △ 457,029,3080

資　　本　　剰　　余　　金

円

0

0

0

128,243,000

0

0

0

128,243,000

128,243,000

0

128,243,000

円

資　　本　　金

0

0

未　　処　　理　　欠　　損　　金

円

△ 457,029,308

0

（繰越欠損金）

△ 457,029,308

－5－



　（単位：円）

１　固　定　資　産

　（１）有形固定資産

イ

建物減価償却累計額

ロ

建物附属設備減価償却累計額

ハ

器械備品減価償却累計額

二

リース資産減価償却累計額

　　有 形 固 定 資 産 合 計

　（２）投資その他資産

イ 長期前払消費税

　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

　（１）現金・預金

　（２）未収金

　（３）貯蔵品

　（４）前払費用

　　流 動 資 産 合 計

　　資 産 合 計

リース資産 48,881,887

13,761,274 35,120,613

799,916,997

176,051,510

12,025,818

12,025,818

558,177,530

63,937,716

1,728,504

241,739,467

44,103,211 9,559,287

546,151,712

建物附属設備 12,088,743

1,146,782 10,941,961

器械備品 53,662,498

建物 784,093,091

21,737

令和４年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業貸借対照表

293,563,240 490,529,851

（令和５年３月３１日）

資 産 の 部

－6－



３　固　定　負　債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他の長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務

　　固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債  

　（１）企業債　

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他の長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務

　（４）未払金　

　（５）引当金　

イ 賞与引当金

　　引 当 金 合 計

　（６）その他流動負債　

　　流 動 負 債 合 計

20,207,192

14,984,146

負 債 の 部

574,835,761

47,179,077

19,235,000

19,235,000

4,007,020

107,748,869

960,984

15,945,130

5,373,968

12,580,584

196,162,898

208,743,482

830,758,320

42,980,559

42,980,559

574,835,761

－7－



５　繰　延　収　益

　（１）長期前受金　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 合 計

　（２）長期前受金収益化累計額　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 合 計

　　繰 延 収 益 合 計

　　負 債 合 計

６　資　　本　　金

　（１）資本金

イ

　　資 本 金 合 計

７　剰　　余　　金

　（１）利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金

　　利 益 剰 余 金 合 計

　　剰 余 金 合 計

　　資 本 合 計

　　負 債 資 本 合 計

△ 457,029,308

△ 328,786,308

799,916,997

出資金 128,243,000 128,243,000

128,243,000

457,029,308

△ 457,029,308

25,312,705

216,226,179

241,538,884

190,196,116

1,128,703,305

資 本 の 部

73,069,000

358,666,000

431,735,000

－8－



１

    

　  

    

 　 

　  

　  

減収等で、総収益が前年度比約6,329万円減となり、老健事業全体の収支差引では約3,859万円の純損失を計上することになった。

施設入所者数は年延べ24,419人（1日平均66.9人）、短期入所利用者数は年延べ600人（1日平均1.6人）、通所リハビリテーション利用者数は

「在宅強化型」施設にランクアップすることができ、入所者一人当たりの単価は増加した。収支については、入所定員減少による施設療養収益の

なお、月別入所者数の推移は次の表のとおり。

年延べ3,194人（1日平均13.1人）となった。

合 計8月 9月 1月 2月

令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業報告書

概 況

（１） 総括事項

利用者数ア

令和４年１０月からの入所定員６６名に向けた入所調整や、新型コロナ感染症のクラスター発生等で厳しい運営状況となったが、昨年度に引続き

ベッド回転率及び在宅復帰率の向上に努めた。このような取り組みを推し進めた結果、１１月より新たに、介護報酬制度に基づく施設分類上の

月　　別　　入　　所　　者　　数

4月 5月 6月 11月7月 3月10月 12月

入 所 者 2,592 2,519 2,243 2,194

短 期 入 所 者 81 87 81 44 42 42

1,6911,741 1,858 1,909

25,0191,731

34

24,419

600

人

39

1,931

40 384329

1,784

90.1% 95.2%89.1% 84.1%利 用 率

1,969

1,981 1,880 1,880

93.9% 92.5% 96.2%

合 計

イ

93.7% 82.5%

2,324

64.1%

2,673 2,606 2,238 1,922

　  療養費用は467,608,024円で、給与費、材料費、経費等の減で、前年度比46,749,345円(9.1％)の減額となった。

64.8%

1,948

77.5% 72.2%

2,010 1,922

療養収益及び療養費用

　  療養収益は392,414,884円で、収益の大宗を占める施設療養収益の減により94,254,202円（19.4％）の減額となった。

1,892

※利用率・・・４月～９月は定員数100名に対する入所者＋短期入所者の割合。１０月～３月は定員数66名に対する入所者＋短期入所者の割合。

－9－



エ

令和４年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、入所定員数縮小に伴う利用者数の減少等

により、前年度比4.66ポイント減の92.40％となった。

また、施設の活用度を示す入所利用率は、前年度比6.1ポイント減の82.5％となった。

今後はより一層、施設サービスの効率化及び居宅サービスの充実を図るとともに、在宅復帰・在宅支援に取り組むこととする。

＜経営指標の推移＞

H30 R1 R2 R3 R4

98.65% 97.43% 91.75% 97.06% 92.40%

92.9% 90.4% 88.4% 88.6% 82.5%利用率 （年延入所者数（短期入所含む）/年延入所定員数×100）

経常収支比率 （経常収益/経常費用×100）

本年度は、38,588,412円の純損失となった。

（２） 経営指標に関する事項

ウ 療養外収益及び療養外費用

 　 療養外収益は76,908,147円で、前年度比30,962,375円(67.4％)の増額となった。

 　 療養外費用は40,303,419円で、前年度比5,938,660円(17.3％)の増額となった。

純損失

80.00%

90.00%

100.00%

110.00%

120.00%

H30 R1 R2 R3 R4

経常収支比率の推移 

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

H30 R1 R2 R3 R4

利用率の推移 
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11 号

2 号

16 号

6 号

8 号

該当事項なし

人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

該当事項なし

２

（２） 議会議決事項

議 案 等 番 号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名 提出年月日 議決年月日

令和 令和

認定第 令和３年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計決算認定について 4 ． 11 ． 11 4 ． 11 ． 11

議案第
国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条
例について

議案第 令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計補正予算（第１号）について 4 ． 11 ． 11 4 ． 11 ． 11

第 令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計補正予算（第２号）について 5 ． 2 ． 9 5 ． 2 ． 9

事務職員 そ　の　他 計

第 令和５年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算について 5 ． 2 ． 9 5 ． 2 ． 9

（３） 行政官庁認可事項

3 1 20

（４） 職員に関する事項

区 分 医　　　　師 医療技術員 看　護　師 介護福祉士

8 5 3

条 例 定 数 ( 配 分 ) 37

年 度 末 実 数 0 5 7 4

1 22

（５） 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

工 事

（１） 建設工事の概況

前 年 度 末 実 数 0 5

該当事項なし

4 ． 5 ． 16 4 ． 5 ． 16
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4 年 12 月 3 日 4 年 12 月 13 日

5 年 1 月 25 日 5 年 1 月 25 日

5 年 1 月 6 日 5 年 2 月 19 日

5 年 3 月 24 日 5 年 3 月 24 日

３

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

円 円 円

（２） 改良工事の概況

※（　）は消費税及び地方消費税

（２） 事業収入に関する事項

感染対策ダクト設備工事 一　式 935,000 円(85,000円) 令和 令和

アコーディオンカーテン取付工事 一　式 2,277,000 円(207,000円) 令和 令和

感染対策排気ユニット設置工事 一　式 2,948,000 円(268,000円) 令和 令和

全熱交換機点検整備工事 一　式 4,777,300 円(434,300円) 令和 令和

工　　　　事　　　　名 数　量 工　　事　　費　 着工年月日 完成年月日

療 養 収 益 392,414,884 486,669,086 △ 94,254,202

△ 20.5

療 養 外 収 益 76,908,147 45,945,772 30,962,375

特 別 利 益 0 0 0

計 469,323,031 532,614,858 △ 63,291,827

年 間 延 べ 24,419 年 間 延 べ 31,885 年 間 延 べ

87.4 １ 日 平 均

事 項 当 年 度 前 年 度 増 減

入 所 者
１ 日 平 均 66.9 １ 日 平 均

備 考増 減前 年 度本 年 度区 分

△ 7,466

短 期 入 所 者
１ 日 平 均 1.6 １ 日 平 均 1.3 １ 日 平 均 0.3

年 間 延 べ 600 年 間 延 べ 469 年 間 延 べ 131

通 所 リ ハ ビ リ 利 用 者
１ 日 平 均 13.1 １ 日 平 均 13.9 １ 日 平 均 △ 0.8

年 間 延 べ 3,194 年 間 延 べ 3,369 年 間 延 べ △ 175

（１） 業務量

（３）

該当事項なし

保存工事の概況

業 務
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円 円 円

４
 

円
4 年 10 月 7 日

5 年 1 月 5 日

5 年 1 月 5 日

5 年 1 月 16 日

円

感染対策排気ユニット設置工事

令和 2,277,000 アコーディオンカーテン取付工事

令和 935,000

令和 2,948,000

契 約 年 月 日 契 約 金 額 契　　　　　約　　　　　内　　　　　容

令和 4,777,300 全熱交換機点検整備工事

感染対策ダクト設備工事 　㈱朝日工業社

備 考

会 計

（３） 事業費に関する事項

区 分

（１） 重要契約の要旨

（２） 企業債及び一時借入金の概況

ア 企業債

契　　約　　相　　手　　方

　三菱電機ビルソリューションズ㈱

　㈱三笑堂

　藤原建設㈱

本 年 度 償 還 高 42,055,474

本 年 度 末 残 高 617,816,320

区 分 金 額

前 年 度 末 残 高 659,871,794

本 年 度 借 入 高 0

前 年 度 増 減 備 考

療 養 費 用 467,608,024 514,357,369 △ 46,749,345

本 年 度

療 養 外 費 用 40,303,419 34,364,759 5,938,660

特 別 損 失 0 0 0

計 507,911,443 548,722,128 △ 40,810,685
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円

５

該当事項なし

本 年 度 償 還 高 5,000,000

0前 年 度 末 残 高

備 考金 額区 分

一時借入金イ

附帯事項

0本 年 度 末 残 高

5,000,000本 年 度 借 入 高
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　（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益

減価償却費

長期前払消費税償却額

固定資産除却費

その他療養外収益（資本的収入仮受消費税額）

雑損失（資本的支出仮払消費税額）

長期前受金戻入額

賞与引当金の減少額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の減少額

たな卸資産の増加額

前払費用の増加額

未払金の増加額

その他流動負債の増加額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 35,770,616

令和４年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業キャッシュ・フロー計算書

△ 21,664,272

0

3,046,531

△ 17,133

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

△ 38,588,412

31,543,461

6,451,363

△ 1,150,000

6,335,016

△ 233,341

1,083,700

△ 19,847,419

3,099,593

0

15,923,197

0

△ 25,677,122

△ 15,923,197
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債の償還による支出

他会計借入金の返済による支出

ファイナンスリース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増加額　

　資金期首残高

　資金期末残高

238,307,000

△ 87,511,582

△ 5,369,755

△ 42,055,474

275,539,300

152,257,102

43,015,000

176,051,510

23,794,408

△ 40,086,353

△ 11,920,700

6,138,000
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円

1

1

1

1

2

2

1

2

3

1

2

4

1

2

室料差額収益

その他通所リハビリ療養収益 2,704,600

その他療養収益

その他療養収益

15,540,346

通所リハビリ療養収益 31,989,049

9,528,500

6,011,846

通所リハビリ療養収益 34,693,649

その他短期入所療養収益 151,550

短期入所療養収益 8,709,934

短期入所療養収益 8,861,484

その他施設療養収益 6,773,170

施設療養収益 326,546,235

施設療養収益 333,319,405

療養収益 392,414,884

施設事業収益 469,323,031

令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業収益費用明細書

収 益 的 収 入

款 項 目 節 金 額 備 考
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円

2

1

1

2

1

3

1

4

1

2

5

1

3

1

1

24,025,131

長期前受金戻入 25,677,122

補助金

特別利益 0

特別利益

負担金及び交付金

特別利益 0

0

その他療養外収益 28,790,720

その他療養外収益 28,790,720

1,651,991

76,908,147

0

0預金利息

受取利息及び配当金

療養外収益

収 入 合 計

病院組合市町村分担金

補助金

19,216,000

他会計繰入金 19,216,000

款 項 目 節 金 額 備 考

469,323,031

補助金

3,224,305

3,224,305
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円

1

1

1

1

2

3

4 報酬

5 法定福利費

6

賞与引当金繰入額

12,986,211

44,321,069

45,903,508

技能労務員手当

退職手当組合負担金

(3) 事務員手当

(4)

7,625,762

23,666,898

19,235,000

手当 74,279,836

(2) 医療技術員手当 8,834,022

(1) 看護師手当 13,498,983

(4) 技能労務員給 76,998,568

16,003,400

(2) 医療技術員給

(1) 看護師給 24,630,000

給与費 311,177,521 予算額　326,843,000円

施設事業費用 507,911,443

収 益 的 支 出

款 項 目 節 金 額 備 考

(3)

療養費用 467,608,024

給料 135,106,068

事務員給

17,474,100
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円

2

1

2

3

4

3

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

89,500

3,253,201

消耗備品費 2,025,400

消耗品費 3,058,841

職員被服費 190,294

旅費交通費 173

報償費 0

厚生福利費 776,242

経費 96,148,065

療養消耗備品費 0

給食材料費 21,404,337

薬品費 2,338,455

療養材料費 4,854,457

材料費 28,597,249

節 金 額款 項 目

印刷製本費

修繕費

燃料費

食料費

保険料 336,739

備 考

933,761

0

光熱水費 18,318,674

－20－



円

13

14

15

16

17

18

4

1

2

3

4

5

1

2

6

1

2

3

4

器械備品減価償却費 4,949,049

建物減価償却費

3,232,450

152,561

21,959,889

旅費

研究雑費

0

136,935

0

減価償却費 31,543,461

24,040

190,514雑費

90,910

0 予算額　30,000円

62,839,650

諸会費

通信運搬費 811,716

款 項 目 節 金 額 備 考

4,793

4,793

20,680図書費

固定資産除却費

研究研修費

謝金

資産減耗費

たな卸資産減耗費

建物附属設備減価償却費

賃借料

委託料

交際費

92,215

リース資産減価償却費 4,481,962
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円

2

1

1

2

3

4

5

2

1

3

1

4

1

5

1

3

1

1

支 出 合 計

0

消費税及び地方消費税

11,860,491

消費税及び地方消費税

11,860,491

9,473,200

9,473,200

他会計借入金利息 264,776

一時借入金利息 164

企業債利息 14,219,012

40,303,419

支払利息及び企業債取扱諸費 15,923,197

項款 目 節 金 額 備 考

療養外費用

3,046,531

3,046,531

0

0

長期前払消費税勘定償却

長期前払消費税額償却

諸支出金

繰出金

企業債手数料及び取扱費 0

特別損失 0

507,911,443

リース資産利息 1,439,245

特別損失

特別損失

0

雑損失

その他雑損失
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固　　定　　資　　産　　明　　細　　書

（１） 有 形 固 定 資 産 明 細 書

年  度  当  初 当    年    度 当    年    度 年    度    末 年 度 末 償 却

現     在    高 増    加    額 減    少    額 現    在    高 当年度増加額 未     済     高

円 円 円 円   　　　　　     円 円

建 物 1,092,965,000 0 308,871,909 784,093,091 21,959,889 490,529,851

建物附属設備 2,991,000 9,943,000 845,257 12,088,743 152,561 10,941,961

器 械 備 品 62,793,100 894,000 10,024,602 53,662,498 4,949,049 9,559,287

リ ー ス 資 産 61,324,800 2,527,200 14,970,113 48,881,887 4,481,962 35,120,613

計 1,220,073,900 13,364,200 334,711,881 898,726,219 31,543,461 546,151,712

企　　業　　債　　明　　細　　書

発　 　　行 発行

年　月　日 当年度償還高 償還高累計 価格

平成 円 円 円 令和

地方公共団体金融機構 18.　3. 30 60,000,000 2,586,104 27,881,527 ― 16.　3. 20

財     政     融     資 19.　1. 29 629,000,000 24,047,224 247,179,282 ― 18.　9. 25

地方公共団体金融機構 19.　1. 31 362,400,000 15,422,146 158,522,871 ― 16.　9. 20

計 1,051,400,000 42,055,474 433,583,680 617,816,320

381,820,718 2．20

203,877,129 2．20

年　　％

32,118,473 2．00

種 類
償　　　還　　　高

未 償 還 残 高 利　率発　行　総　額

円

352,574,507

累　　　　　計

円 円

112,027,364 293,563,240

427,099 1,146,782

1,536,027 13,761,274

備考

備 考

 資  産  の  種  類
減    価    償    却    累    計    額

当年度減少額

償 還 終 期

9,316,394 44,103,211

123,306,884
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南 山 城 村 2,891 878 2,013

計 62,231 19,216 43,015

笠 置 町 1,568 475 1,093

和 束 町 4,178 1,270 2,908

千円 千円 千円

木 津 川 市 53,594 16,593 37,001

13,944 千円

市 町 村 分 担 金 内 訳 書

左 の 予 算 科 目 区 分

市 町 村 名 分 担 金 収 益 的 収 入 資 本 的 収 入

繰 入 金 負 担 金

※上記分担金のうち「令和4年度の地方公営企業繰出金について（通知）」（令和4年4月1日付け総財公第60号　総務副大臣通知）に基づく一般会計繰出金

 地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費

 地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費

合　　　　　　計

対　　象　　経　　費 分　担　金

13,099 千円

845 千円
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      参　考　資　料

件 名 契 約 金 額 月額リース料

空調設備リース 70,699,200 453,200 2 ． 6 ． 5 15 ．11 ．30

ダイハツアトレーワゴン（京都581た6252） 303,600 25,300 5 ． 2 ．10 6 ． 2 ． 9

ダイハツアトレーワゴン（京都581て2269） 806,400 33,600 3 ． 9 ． 5 5 ． 9 ． 4

ハイエースバンウエルキャブ・Ｂタイプ（京都800せ7167） 1,284,000 53,500 5 ． 2 ．22 7 ． 2 ．21

ハイエースバンウエルキャブ・Ｂタイプ（京都800せ7168） 1,243,200 51,800 5 ． 2 ．22 7 ． 2 ．21

令和

　　　 　令和４年度　 リ ー ス 一 覧 表

契 約 日 満 了 日

令和
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１　重要な会計方針

　　　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　① 貯蔵品

　　　　　先入先出法による低価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　① 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　減価償却の方法　　 定額法による。

　　　　　主な耐用年数　　　 建物　　　　　　　 7～50年

建物附属設備　　　 3～18年

器械備品　　　 　　 2～20年

　　　② 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　該当事項なし

　　　③リース資産

　　　　　該当事項なし・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。

　（３）引当金の計上基準

　　　① 退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額より、京都府市町村職員退職手当組合における積立金相当額が上回る見込みのため、

　　　　　引当金を計上していない。

　　　② 賞与引当金

　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、各年度の翌年度における支給見込額に基づき、

　　　　　各年度に負担する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

令和４年度財務諸表に関する注記
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　（４）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

　　　① 消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、10年間で均等償却を行っている。

　　　② リース取引の処理方法

　　　　　リース料総額が3百万円超のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　　　リース料総額が3百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　（１）キャッシュ・フロー計算書の作成方法　

　　　間接法

　（２）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。

　（３）重要な非資金取引

　　　該当事項なし

３　貸借対照表関係

　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、617,816千円である。

　（２）重要な係争事件に係る損害賠償債務

　　　該当事項なし

４　減損損失関係

　　　該当事項なし

５　その他

　　　該当事項なし
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